
平成27年度事務事業評価シート（平成26年度実績）

事務事業コード 030604006 予算コード 01080580 従事人員(人) 投入コスト(千円) 評価 評価点

事務事業名 住宅手当緊急特別措置事業 正規職員数 国庫支出金 有効性

担当課 生活福祉課 嘱託職員数 府支出金

法定受託以外の法令 臨時職員数 市債 効率性

■要綱・要領　 歳出(千円) その他

人件費総額 一般財源 妥当性

減価償却費

受益者負担

事務事業類型 運営事業 評価区分 フルコスト(千円) 緊急性

実施手法 市直営 市民1人当りコスト(円)

対象 活動指標 H26実績 公的関与

特定の市民 対象数

実施主体・委託化

事業の内容

他の事務事業との関連

成果指標 H26実績 透明性

財政健全化計画

財政健全化の取組

コスト指標 H26実績 改革改善プラン達成度

事業の目的

Ａ

事務事業実施内容

Ａ

該当なし

該当なし

Ａ

Ａ

Ａ

該当なし

Ａ

Ａ

該当なし

該当なし

18.0

112.0

23.0

0

4,286事業費

6,636

66

住宅手当支給件数

住宅手当を支給することで住宅の喪失を予防し、その間に就労による

自立をめざす。

0.3

0

0

2,350

住宅手当延対象者

根拠法令等

雇用と住居を失った者に対する総合支援策

47.0

離職者であって就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪失し

ている方または喪失するおそれのある方を対象として、①住宅の確保

（住宅喪失の予防）及び②就労機会の確保を支援する事業を行ってい

る。

4,286

2,350

住宅手当申請件数

住宅手当相談件数

離職に伴い、住居を失った者・失うおそれのある者に対しての住宅手当を

支給。

今後も、雇用と住居を失った者または住居を失うおそれのある者に対し

て、総合支援策として住宅支援給付を行っていく必要がある。

（当該事業は、Ｈ２７年度から施行された生活困窮者自立支援法のなか

で、住居確保給付金として再構築されている）

一次評価 Ｂ


